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は し が き

わが国経済は、リーマン・ショック以降の景気後退からの持ち直しの動きが見られまし

たが、東日本大震災が発生し、建物や設備の損壊等の直接的な被害のみならず、自粛ムー

ド等による消費マインドの低下等により一転、悪化しております。

現在の中小企業を取り巻く環境は、一部業種によっては改善傾向が見られるものの、円

高、デフレが長期化する中で、資金・人材・情報等で制約を受けるなか、かつてなく厳し

い状況にあります。

このような情勢の下で、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策

を樹立するための基礎資料を得ることは、中小企業の発展方向を考える上で大きな意義

をもつものと思います。

本会では、全国中小企業団体中央会と協同し、毎年「中小企業労働事情実態調査」を

実施しています。賃金、労働時間、雇用、経営等に関する事項のうち、時系列的に把握

すべき基本項目のほか、その年々の労働情勢に関連した項目について行っております。

本年は、基本項目である経営状況と経営上の障害、週所定労働時間をはじめとする労

働時間、賃金改定の実施状況、新規学卒者の初任給に加え、新規学卒者の採用、有期契

約労働者について調査を行いました。

本調査が中小企業の労働事情を把握するうえで、また労働関係対策を立案するうえで

参考になれば幸いです。

最後に、調査実施にあたり、多忙にもかかわらず多大なご協力を頂いた関係組合、調

査対象事業所の皆様に対し、厚くお礼申し上げます。

平成２３年１１月

岐阜県中小企業団体中央会
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Ⅰ．調 査 の あ ら ま し

１．調査目的

業種や事業規模、地域によって景況に依然として大きな違いがみられるなか、

少子・高齢化の進展等に伴い、中小企業を取り巻く雇用・労働環境は大きく変化

しており、このような情勢下、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正

な労働対策を樹立することを目的とする。

２．調査時点

平成２３年７月１日現在

３．調査方法及び調査対象

岐阜県中小企業団体中央会の会員組合の中で事業協同組合、商工組合等の組織

を通じ、組合員企業へ調査票を配布し、調査を実施した。

４．調査対象事業所数

調査事業所数:１,３００事業所（製造業７１５事業所、非製造業５８５事業所）

製 造 業 非 製 造 業

・食料品製造業 ６５ ・運輸業 １７５

・繊維・同製品製造業 １８５ ・建設業 １０

・木材・木製品製造業 ９５ ・卸・小売業 ２２５

・出版・印刷・同関連産業 ７０ ・情報通信業 ５

・窯業・土石製品製造業 １３５ ・サービス業 １７０

・化学工業 ２５

・金属・機械・同製品製造業 １４０

業種計 ７１５ 業種計 ５８５

５．調査回答数

調査回答数は、1,300事業所の内、有効回答数は443事業所（製造業189事業所、非製

造業254事業所）で回答率は34.1％であった。
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＜調査回答数の内訳＞ （単位：事業所）

回答のあった443事業所の常用

労働者数は12,365人で、1事業所

当たりの平均常用労働者は、28

人（製造業36人、非製造業22人）

であった。

従業員数別で見ると、全産業で

は「1～9人」の事業所が44.5%で

最も多く、次いで「10～29人」の

事業所が29.6%、「30～99人」の事業所が18.7%と、99人以下の事業所が全体の9割以上

となっている。

注１：調査対象事業所数の決定は、全国の従業者規模300人未満の事業所数5,700千事業所のうち、全国

中央会が各県の事業所数に応じて調査数を決定しており、岐阜県内では、1,300事業所が調査対象

先となっている。また、原則として、製造業55%、非製造業45%の割合で調査を実施することに

なっているため、製造業715社、非製造業585社を調査対象先として依頼し実施した。

44.5

37.0

50.0

41.4

29.6

28.0

30.7

31.4

18.7

22.8

15.7

21.4

7.2

12.2

3.5

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

H22全産業

従業員数規模

1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

n=443

事業所数 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人

岐阜県 計 443 197 131 83 32

製造業 計 189 70 53 43 23

食料品 23 13 1 7 2

繊維工業 5 2 2 - 1

木材・木製品 26 14 7 5 -

印刷・同関連 15 3 6 3 3

窯業・土石 34 10 12 10 2

化学工業 7 5 1 1 -

金属、同製品 34 10 11 8 5

機械器具 14 4 1 2 7

その他 31 9 12 7 3

非製造業 計 254 127 78 40 9

情報通信業 3 3 - - -

運輸業 4 - 1 2 1

建設業 104 57 36 10 1
総合工事業 30 14 13 2 1
職別工事業 22 20 2 - -
設備工事業 52 23 21 8 -

卸・小売業 97 40 28 25 4

卸売業 49 11 19 17 2

小売業 48 29 9 8 2

サービス業 46 27 13 3 3
対事業所サービス業 24 15 7 1 1
対個人サービス業 22 12 6 2 2

区分

製

造

業

非

製

造

業
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Ⅱ．調査結果の主なポイント

１．経営状況について

（1) 経営状況

調査時点（H23.７.1）におけ

る経営状況についてＤＩ値で見

ると、昨年と比較して概ね横ば

いといえる（H23年▲46.7ポイン

ト、H22年▲47.5ポイント）。

また、全国と岐阜県のＤＩ値

を比較して見ると岐阜県は全国

（▲41.4ポイント）よりも5.3ポ

イント悪い。

(2) 主要事業の今後の方針

主要事業の今後の方針について

見ると､「現状維持」が全産業で

64.4%、製造業59.9%、非製造業

67.7%で最も高い割合となってい

る。

非製造業では、「強化拡大」が

昨年は16.4%(H22)だったが、今回

は22.2%で前年比プラス5.8ポイン

トと増加した。

(3) 経営上の障害(複数回答)

製造業で「販売不振・受注の減少」が54.3%で最も高く、非製造業では｢販売不振・受

注の減少｣が60.6%で最も高くなっている。

＜経営上の障害＞

製造業 昨年比較 非製造業 昨年比較

第１位 販売不振・受注の減少 販売不振・受注の減少

第２位 原材料・仕入品の高騰 同業他社との競争激化

第３位 同業他社との競争激化 製品価格（販売価格）の下落

強化拡大

23.4%

現状維持

64.4%

縮小

10.1%

廃止

0.9%

その他

1.1%
今後の方針

※ＤＩ値 ＝「良い」と回答した企業の割合 －「悪い」と回答した企業の割合

文章及びグラフ中の「全国」とは全国中小企業団体中央会の集計結果を表しています。

10.0

8.7

11.1

3.3

6.7

8.2

12.9

14.4

38.6

36.0

30.3

20.3

32.7

49.5

45.4

41.4

51.4

55.4

58.6

76.3

60.6

42.2

41.7

44.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 国

H23年

H22年

H21年

H20年

H19年

H18年

H17年

経営状況

良 い 変わらない 悪 い

ｎ=443

ｎ=435



4

(4) 経営上の強み(複数回答)

製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」が32.4%で最も高く、非製造業では「商

品・サービスの質の高さ」が26.3%で最も高い。

＜経営上の強み＞

製造業 昨年比較 非製造業 昨年比較

第１位 顧客への納品・サービスの速さ 商品・サービスの質の高さ

第２位 製品の品質・精度の高さ 組織の機動力・柔軟性

第３位 製品・サービスの独自性 顧客への納品・サービスの速さ

(5) 東日本大震災による経営への影響（該当項目すべての複数回答）

東日本大震災による経営への影

響について見ると、「資材・部品・

商品等の調達・仕入難」が43.4%で

最も高い。

２．新規学卒者の採用について

新規学卒者の採用の有無につい

て見ると、全産業では「新規学卒者

は採用していない」が54.4%で最も

高い。

全国においても、岐阜県と同様に

「新規学卒者は採用していない」が

57.0%と最も高いが、岐阜県の方が2.

6 ポイント低い。

新規学卒者を採用する際に重視

する能力・資質について見ると、「熱

意・意欲」が68.4％で最も高く、次

いで「協調性・コミュニケーション

力」が50.3%、「行動力・実行力」が

41.2%の順となっている。

11.3

13.8

9.4

3.9

22.9

75.0

7.8

4.9

5.0

4.9

0.6

7.0

13.3

3.4

29.4

28.7

29.9

16.6

42.6

41.0

18.8

31.8

54.4

52.5

55.7

82.9

46.5

22.9

6.3

57.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

新規学卒者の採用の有無

毎年、採用している 数年間隔で採用している

必要に応じて不定期に採用している 新規学卒者は採用していない

68.4

50.3

41.2

33.7

26.7

22.5

6.4

4.8

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

熱意・意欲

協調性・コミュニケーション力

行動力・実行力

一般常識・教養

専門的知識・技能

理解力・判断力

創造性・企画力

表現力・提案力

その他

重視する能力・資質

43.4

25.7

19.3

8.0

5.7

4.2

2.8

1.7

1.2

0.9

0.2

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資材・部品・商品等の調達・仕入難

影響はない

風評による来客・販売の減少

廃業などによる取引先の減少

運転資金などの資金繰り難

雇用調整の実施

休業の実施

電力不足による操業の低下

工場・店舗等に直接の損害

労働力不足

経営拠点の移動

その他

東日本大震災による経営への影響 ｎ=439(MA)

ｎ=425

ｎ=187(MA)
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３．有期契約労働者について

有期契約労働者の雇用の有無

について見ると、「雇用していな

い」が 78.9%となっている。

雇用している場合を、従業員数

規模別で見ると、事業規模が大き

くなる程、雇用している割合が大

きくなっている。

有期契約労働者の中で一番多

い雇用形態について見ると、全産

業では、「嘱託社員（定年後の再

雇用）」が 46.2%で最も高く、次

いで「パートタイマー」34.1％、

「アルバイト」9.9%の順となって

いる。

契約更新の実施方法について

見ると、全産業では、「更新の都

度、詳しく説明を行ったうえで署

名を求めている」が 48.2%と最も

高く、次いで「書面は交付せずに

更新している」が 22.4%となって

いる。

業種別で見ると、製造業、非製

造業ともに「更新の都度、詳しく

説明を行ったうえで署名を求め

ている」の割合が最も高いが、非

製造業は 61.9％で、製造業

34.9％と比べ 27.0 ポイント高い。

過去３年間の有期契約労働者

から正社員への転換状況につい

て見ると、全産業では「転換した

ことはない」が24.4%だった。

有期契約労働者から正社員へ転換する際の基準について見ると、全産業では「労働

者の勤務成績・勤務態度」、「労働者の能力」が68.8％で最も高く、次いで「労働者

の希望」が56.3%となっている。

有期契約労働者から正社員へ転換を行わなかった理由について見ると、「正社員転換

制度がない」が23.3％で最も高く、次いで、「正社員と同じ働き方が出来ないため」が

18.3％、「人件費が増大する」が15.0%となっている。

21.1

25.1

18.1

4.8

18.5

41.5

75.0

31.6

78.9

74.9

81.9

95.2

81.5

58.5

25.0

68.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

有期契約労働者の雇用の有無

雇用している 雇用していない

6.6

6.5

6.7

11.1

8.3

5.9

4.2

20.5

46.2

45.7

46.7

11.1

54.2

50.0

45.8

40.8

34.1

39.1

28.9

22.2

29.2

32.4

45.8

26.3

9.9

6.5

13.3

55.6

4.2

8.8

8.2

3.3

2.2

4.4

4.2

2.9

4.2

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

雇用形態

契約社員 嘱託社員（定年後の再雇用） パートタイマー アルバイト その他

22.4

23.3

21.4

100.0

17.4

21.2

12.5

15.3

14.1

18.6

9.5

17.4

18.2

8.3

13.8

15.3

23.3

7.1

13.0

15.2

20.8

14.3

48.2

34.9

61.9

56.5

45.5

54.2

54.4

1.2

2.3

4.2

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

契約更新の実施方法

書面は交付せずに更新している
書面は交付しているが、形式的なものである
更新の都度、署名を求めているが詳しい説明は行っていない
更新の都度、詳しく説明を行ったうえで署名を求めている
その他

ｎ=431

ｎ=91

ｎ=85（MA）
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４．賃金の改定について

平成23年1月1日から平成23年7月1日までの間に賃金の引き上げを行った事業所の昇

給率（昇給額）を見ると、全産業では1.08%（2,710円）で前年と比べ好転となった。

従業員数規模別に見ると、「1～9人」の事業所では、昇給率（昇給額）がマイナスと

なっているが、それ以外の事業所では昇給率（昇給額）がプラスとなっている。

＜昇給率および昇給額＞（加重平均） ｎ=4,785

事業所数 対象者数
改定前の

賃金

改定後の

賃金
昇給額 昇給率

7,509 228,561 247,123円 249,907円 2,784円 1.13

153 4,785 250,131円 252,841円 2,710円 1.08

1～9人 45 164 259,894円 255,617円 -4,277円 -1.65

10～29人 46 587 267,539円 270,319円 2,780円 1.04

30～99人 41 1,630 249,714円 252,912円 3,198円 1.28

100～300人 21 2,404 245,496円 248,336円 2,840円 1.16

製造業 計 69 2,487 244,148円 247,302円 3,154円 1.29

食料品 7 222 229,403円 231,506円 2,103円 0.92

繊維工業 - - - - - -

木材・木製品 9 218 274,959円 276,261円 1,302円 0.47

印刷・同関連 8 140 239,600円 241,141円 1,541円 0.64

窯業・土石 12 310 238,768円 240,882円 2,114円 0.89

化学工業 3 22 234,000円 238,309円 4,309円 1.84

金属、同製品 13 651 236,169円 240,027円 3,858円 1.63

機械器具 7 641 230,829円 234,243円 3,414円 1.48

その他 10 283 289,438円 294,477円 5,039円 1.74

非製造業 計 84 2,298 256,605円 258,836円 2,231円 0.87

情報通信業 1 4 140,000円 145,000円 5,000円 3.57

運輸業 1 202 246,010円 246,510円 500円 0.20

建設業計 34 547 269,490円 271,428円 1,938円 0.72

総合工事業 9 214 266,498円 267,698円 1,200円 0.45

職別工事業 6 21 308,333円 306,429円 -1,904円 -0.62

設備工事業 19 312 268,928円 271,631円 2,703円 1.01

卸・小売業計 34 1156 264,255円 267,223円 2,968円 1.12

卸売業 19 786 280,458円 283,736円 3,278円 1.17

小売業 15 370 229,834円 232,144円 2,310円 1.01

サービス業計 14 389 222,453円 223,779円 1,326円 0.60

対事業所サービス業 9 176 235,234円 237,274円 2,040円 0.87

対個人サービス業 5 213 211,891円 212,629円 738円 0.35

非
製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製
造

業

昇給額 昇給率 昇給額 昇給率 昇給額 昇給率

Ｈ２１ -70円 -0.03 3,431円 1.39 -15,714円 -5.36

Ｈ２２ 2,573円 1.03 4,209円 1.72 -14,412円 -5.28

Ｈ２３ 2,710円 1.08 3,708円 1.48 -43,384円 -15.43

Ｈ２１ 248円 0.10 4,128円 1.66 -17,420円 -6.58

Ｈ２２ 2,104円 0.86 4,094円 1.67 -15,263円 -5.84

Ｈ２３ 2,784円 1.13 4,362円 1.76 -15,552円 -5.91

平均昇給（下降）

岐阜県

全 国

平均昇給 平均昇給（上昇）



7

＜雇用形態＞ ｎ=443 (単位:%）

H23 H22 H23 H22 H23 H22 H23 H22

全産業 79.5 80.8 15.5 14.0 1.6 1.5 3.4 3.8

製造業 78.7 79.5 16.2 15.8 2.6 2.1 2.5 2.5

非製造業 80.4 83.2 14.6 10.3 0.4 0.1 4.6 6.3

1～9人 80.3 79.8 16.6 14.9 0.1 1.0 3.0 4.3

10～29人 79.3 79.3 17.6 17.8 0.7 0.6 2.5 2.3

30～99人 79.0 78.7 14.9 14.6 1.1 1.3 5.0 5.2

100～300人 81.3 83.7 12.9 11.3 2.9 2.1 2.8 3.0

全 国 77.7 78.1 14.1 13.8 1.8 1.8 6.4 6.2

正社員
パートタイム

労働者
派 遣

アルバイト
その他

＜雇用形態推移表＞ (単位:%）

正社員 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者 派遣

ｱﾙﾊﾞｲﾄ･その他

正社員（全国） ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者（全国）

78.5

78.8
80.2

80.8

79.5
78.6

78.6
79.5

78.1 77.7

75%

77%

79%

81%

83%

14.9 13.6

13.7

14.0

15.5

2.5

2.7 2.3
1.5 1.6

3.9
4.9

3.8 3.8 3.4

13.1
12.8

13.0

13.8 14.1

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

H19 H20 H21 H22 H23

～ ～～ ～

Ⅲ．調査結果の概要

１．従業員構成

(1) 常用労働者数の男女比

男女の構成比率は横ばい

常用労働者数は、回答のあった443

事業所の労働者数12,365人のうち男

性が8,579人（69.4%）、女性が3,786

人（30.6%）で、前年と比較して概ね

横ばいといえる〔昨年：男性（67.3%）、

女性（32.7%）〕。

(2)雇用形態

雇用形態は前年同様

雇用形態別の従業員数

割合を見ると、前年同様と

いえる。

正社員の割合を前年と

比較して見ると、マイナス

1.3ポイント減少している。

従業員数規模別に見ると、「１～9

人」、「10～29人」、「30～99人」

の事業所では、正社員の割合が前年

と比較して横ばいであるが、「100

～300人」の事業所では前年と比較し

て2.4ポイント減少している。

業種別で見ると、正社員の割合は、

製造業では前年と比較して概ね横ば

いだが、非製造業では2.8ポイント減

少している。

69.4

65.4

74.3

70.7

67.3

30.6

34.6

25.7

29.3

32.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

全国

H22全産業

常用労働者数(男女比）

男 性 女 性

ｎ=443
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＜労働組合の有無＞n=443 (単位:％)

あ る な い

全産業 5.4 94.6

1～9人 0.5 99.5

10～29人 3.8 96.2

30～99人 12.0 88.0

100～300人 25.0 75.0

製造業 9.0 91.0

非製造業 2.8 97.2

全国 7.5 92.5

H22全産業 4.8 95.2

(3) 労働組合の有無

労働組合の組織率5.4%

労働組合の有無について見ると、全産業では5.4%

の事業所が労働組合を組織しているが、昨年と比べ

0.6ポイント増加している。

従業員数規模別に見ると、従業員規模が大きい事

業所ほど労働組合の組織率が高くなっている。

２．経営状況について

(1) 経営状況

ＤＩ値は概ね横ばい

調査時点（H23.７.1）におけ

る経営状況についてＤＩ値で見

ると、昨年と比較して概ね横ば

いといえる（H23年▲46.7ポイン

ト、H22年▲47.5ポイント）。

また、全国と岐阜県のＤＩ値

を比較して見ると、岐阜県は全国

（▲41.4ポイント）よりも5.3ポ

イント悪い。

業種別に見ると、製造業では、

「窯業・土石」(24.6ポイント)、

「印刷・同関連」(18.4ポイント)、

「繊維工業」(13.3ポイント)、「金

属、同製品」(11.9ポイント)が改

善しており、非製造業では、「対

個人サービス業」(12.1ポイント)、

「情報通信業」(6.6ポイント)が

改善している。

10.0

8.7

11.1

3.3

6.7

8.2

12.9

14.4

38.6

36.0

30.3

20.3

32.7

49.5

45.4

41.4

51.4

55.4

58.6

76.3

60.6

42.2

41.7

44.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 国

H23年

H22年

H21年

H20年

H19年

H18年

H17年

経営状況

良 い 変わらない 悪 い

ｎ=443

良 い 変わらない 悪 い ＤＩ値 前年度

10.0 38.6 51.4 -41.4 -42.4

8.7 36.0 55.4 -46.7 -47.5

1～9人 4.1 37.1 58.8 -54.7 -66.2

10～29人 8.5 33.1 58.5 -50.0 -38.0

30～99人 18.1 32.5 49.4 -31.3 -35.3

100～300人 12.5 50.0 37.5 -25.0 -10.7

製造業 計 12.8 39.0 48.1 -35.3 -35.6

食料品 8.7 30.4 60.9 -52.2 -42.8

繊維工業 0.0 60.0 40.0 -40.0 -53.3

木材・木製品 7.7 26.9 65.4 -57.7 -54.0

印刷・同関連 6.7 53.3 40.0 -33.3 -51.7

窯業・土石 14.7 41.2 44.1 -29.4 -54.0

化学工業 28.6 14.3 57.1 -28.5 -10.5

金属、同製品 23.5 44.1 32.4 -8.9 -20.8

機械器具 14.3 57.1 28.6 -14.3 -5.5

その他 6.9 34.5 58.6 -51.7 -22.8

非製造業 計 5.6 33.7 60.7 -55.1 -48.6

情報通信業 33.3 0.0 66.7 -33.4 -40.0

運輸業 0.0 50.0 50.0 -50.0 -44.7

建設業計 3.8 34.6 61.5 -57.7 -52.9

総合工事業 0.0 43.3 56.7 -56.7 -51.8

職別工事業 4.5 31.8 63.6 -59.1 -57.5

設備工事業 5.8 30.8 63.5 -57.7 -50.6

卸・小売業計 6.3 31.3 62.5 -56.2 -46.8

卸売業 8.2 38.8 53.1 -44.9 -41.6

小売業 4.3 23.4 72.3 -68.0 -52.3

サービス業計 6.7 37.8 55.6 -48.9 -47.5

対事業所サービス業 4.3 34.8 60.9 -56.6 -41.1

対個人サービス業 9.1 40.9 50.0 -40.9 -53.0

全 国

全産業

区 分

非

製

造

業

製

造

業

規

模

別
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(2) 主要事業の今後の方針

非製造業「強化拡大」(22.2%)前年比5.8ポイント増加

主要事業の今後の方針につい

て見ると､「現状維持」が64.4%

で最も高く、次いで「強化拡大」

が23.4%、「縮小」が10.1%の順と

なっている。

業種別で見ると、「現状維持」

が製造業59.9%、非製造業67.7%

で最も高い割合となっている。

「強化拡大」方針の割合が高

いのは、製造業では、「印刷・

同関連」(50.0%)、「その他」

(33.3%)、「金属、同製品」(32.

4%)で、非製造業では、「卸売業」

(38.8%)、「運輸業」(25.0%)、

「小売業」(23.4%)である。

また、非製造業では昨年は16.

4%(H22)だったが、今回は22.2%

で前年比プラス5.8ポイントと

増加した。

(3) 経営上の障害(３つ以内の複数回答)

「販売不振・受注の減少」57.9%がトップ

経営上の障害について見ると、全産業では「販売不振・受注の減少」との回答が最

も高く57.9%、次いで「同業他社との競争激化」が46.0%、「原材料・仕入品の高騰」

が31.7%となっている。

強化拡大

23.4%

現状維持

64.4%

縮小

10.1%

廃止

0.9%

その他

1.1%
今後の方針

ｎ=435

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

23.9 67.6 7.3 0.7 0.6

23.4 64.4 10.1 0.9 1.1

1～9人 11.0 74.9 11.5 1.6 1.0

10～29人 30.0 57.7 10.0 0.8 1.5

30～99人 37.2 55.8 4.7 - 2.3

100～300人 43.5 47.8 8.7 - -

製造業 計 25.1 59.9 12.3 1.6 1.1

食料品 21.7 65.2 13.0 - -

繊維工業 20.0 60.0 20.0 - -

木材・木製品 15.4 69.2 11.5 3.8 -

印刷・同関連 50.0 35.7 14.3 - -

窯業・土石 11.8 67.6 20.6 - -

化学工業 14.3 42.9 42.9 - -

金属、同製品 32.4 55.9 5.9 5.9 -

機械器具 28.6 64.3 7.1 - -

その他 33.3 56.7 3.3 - 6.7

非製造業 計 22.2 67.7 8.5 0.4 1.2

情報通信業 - 100.0 - - -

運輸業 25.0 75.0 - - -

建設業計 17.6 67.6 11.8 1.0 2.0

総合工事業 20.7 51.7 27.6 - -

職別工事業 4.5 86.4 9.1 - -

設備工事業 21.6 68.6 3.9 2.0 3.9

卸・小売業計 31.3 58.3 9.4 - 1.0

卸売業 38.8 51.0 10.2 - -

小売業 23.4 66.0 8.5 - 2.1

サービス業計 14.0 86.0 - - -

対事業所サービス業 13.6 86.4 - - -

対個人サービス業 14.3 85.7 - - -

非

製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製

造

業
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業種別で見ると、製造業

で「販売不振・受注の減少」

が54.3%、「原材料・仕入

品の高騰」が45.7%、「同

業他社との競争激化」が2

8.7％の順に上位を占めて

おり、非製造業では｢販売

不振・受注の減少｣が60.6%、

「同業他社との競争激化」

が59.0%、「製品価格（販売価格）の下落」が22.7%の順に上位を占めている。

「販売不振・受注の減少」で高い割合なのは、製造業では、「繊維工業」(80.0%)、

「窯業・土石」(61.8%)、「食料品」(60.9%)で、非製造業では、「対事業所サービス業」

(77.3%)、「職別工事業」(72.7%)、「総合工事業」(66.7%)である。

57.9

46.0

31.7

23.5

22.8

21.4

12.5

11.4

10.5

4.3

3.0

2.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

販売不振・受注の減少

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

人材不足（質の不足）

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

製品開発力・販売力の不足

人件費の増大

金融・資金繰り難

労働力不足（量の不足）

環境規制の強化

労働力の過剰

経営上の障害 ｎ=439(MA)

労働力不足

（量の不足）

人材不足

（質の不足）

労働力の過

剰

人件費の増

大

販売不振・

受注の減少

製品開発

力・販売力

の不足

同業他社と

の競争激化

原材料・仕

入品の高騰

製品価格

（販売価格）

の下落

納期・単価

等の取引条

件の厳しさ

金融・資金

繰り難

環境規制の

強化

5.3 24.7 2.2 13.2 55.0 11.1 44.9 30.8 21.2 21.0 11.8 4.1

4.3 23.5 2.1 11.4 57.9 12.5 46.0 31.7 22.8 21.4 10.5 3.0

1～9人 5.1 13.3 1.5 5.6 63.6 9.7 40.5 26.7 22.1 18.5 14.9 4.1

10～29人 3.1 27.7 2.3 18.5 57.7 10.0 51.5 33.8 26.2 24.6 6.9 2.3

30～99人 4.9 36.6 3.7 12.2 51.2 20.7 51.2 35.4 20.7 19.5 8.5 2.4

100～300人 3.1 34.4 - 15.6 40.6 18.8 43.8 43.8 18.8 31.3 3.1 -

製造業 計 5.9 26.6 4.3 11.7 54.3 18.6 28.7 45.7 22.9 26.6 7.4 2.1

食料品 4.3 21.7 4.3 13.0 60.9 26.1 30.4 43.5 13.0 8.7 13.0 -

繊維工業 - 20.0 - - 80.0 - 40.0 40.0 60.0 20.0 - -

木材・木製品 11.5 19.2 3.8 7.7 46.2 23.1 30.8 30.8 34.6 30.8 11.5 -

印刷・同関連 - 20.0 13.3 13.3 53.3 6.7 46.7 46.7 20.0 40.0 6.7 -

窯業・土石 - 17.6 - 11.8 61.8 23.5 14.7 67.6 20.6 20.6 8.8 5.9

化学工業 14.3 28.6 - 14.3 57.1 14.3 42.9 57.1 - 28.6 - 28.6

金属、同製品 15.2 33.3 3.0 3.0 42.4 24.2 36.4 51.5 18.2 21.2 6.1 -

機械器具 - 50.0 14.3 14.3 50.0 14.3 21.4 21.4 21.4 42.9 - -

その他 3.2 32.3 3.2 22.6 58.1 9.7 22.6 38.7 29.0 35.5 6.5 -

非製造業 計 3.2 21.1 0.4 11.2 60.6 8.0 59.0 21.1 22.7 17.5 12.7 3.6

情報通信業 - - - - 33.3 - 66.7 33.3 - 33.3 66.7 -

運輸業 - - - 50.0 50.0 - 100.0 25.0 - 50.0 - -

建設業計 3.9 20.4 - 5.8 66.0 5.8 59.2 29.1 16.5 22.3 10.7 2.9

総合工事業 13.3 33.3 - 6.7 66.7 6.7 60.0 13.3 3.3 13.3 16.7 6.7

職別工事業 - 9.1 - - 72.7 - 54.5 50.0 9.1 40.9 13.6 -

設備工事業 - 17.6 - 7.8 62.7 7.8 60.8 29.4 27.5 19.6 5.9 2.0

卸・小売業計 2.1 24.7 1.0 11.3 56.7 12.4 56.7 16.5 27.8 16.5 14.4 2.1

卸売業 2.0 26.5 - 8.2 61.2 12.2 51.0 16.3 30.6 28.6 10.2 2.0

小売業 2.1 22.9 2.1 14.6 52.1 12.5 62.5 16.7 25.0 4.2 18.8 2.1

サービス業計 4.5 18.2 - 20.5 59.1 4.5 59.1 11.4 29.5 4.5 11.4 9.1

対事業所サービス業 4.5 18.2 - 18.2 77.3 4.5 59.1 9.1 31.8 9.1 4.5 18.2

対個人サービス業 4.5 18.2 - 22.7 40.9 4.5 59.1 13.6 27.3 - 18.2 -

非

製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製

造

業
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(4) 経営上の強み(３つ以内の複数回答)

「顧客への納品・サービスの速さ」（28.2%）がトップ

経営上の強みについて見る

と、全産業では「顧客への納

品・サービスの速さ」との回

答が最も高く28.2%、次いで、

「技術力・製品開発力」が23.

7%、「製品・サービスの独自

性」が21.3%となっている。

業種別で見ると、製造業で

は「顧客への納品・サービスの速さ」が32.4%で最も高く、次いで、「製品の品質・精

度の高さ」が31.9%、「製品・サービスの独自性」が24.2%となっている。

非製造業では「商品・サービスの質の高さ」が26.3%で最も高く、次いで、「組織の

機動力・柔軟性」が25.8%、「顧客への納品・サービスの速さ」が25.0%となっている。

28.2

23.7

21.3

20.8

20.6

19.6

17.5

13.9

12.0

11.7

11.2

8.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

顧客への納品・サービスの速さ

技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

組織の機動力・柔軟性

商品・サービスの質の高さ

製品の品質・精度の高さ

財務体質の強さ・資金調達力

生産技術・生産管理能力

製品・サービスの企画力・提案力

企業・製品のブランド力

営業力・マーケティング力

優秀な仕入先・外注先

経営上の強み ｎ=439(MA)

製品・サービ

スの独自性

技術力・製品

開発力

生産技術・生

産管理能力

営業力・マー

ケティング力

製品・サービ

スの企画力・

提案力

製品の品質・

精度の高さ

顧客への納

品・サービス

の速さ

企業・製品の

ブランド力

財務体質の

強さ・資金調

達力

優秀な仕入

先・外注先

商品・サービ

スの質の高さ

組織の機動

力・柔軟性

21.0 21.7 15.4 10.5 8.9 25.8 29.8 10.9 15.6 13.1 20.0 24.4

21.3 23.7 13.9 11.2 12.0 19.6 28.2 11.7 17.5 8.1 20.6 20.8

1～9人 21.7 25.7 10.3 6.3 7.4 18.9 31.4 6.9 9.7 5.1 26.3 19.4

10～29人 18.8 23.4 11.7 17.2 15.6 18.8 28.1 13.3 21.1 11.7 15.6 21.9

30～99人 22.9 16.9 18.1 15.7 16.9 24.1 22.9 16.9 20.5 9.6 19.3 26.5

100～300人 25.0 31.3 31.3 3.1 9.4 15.6 25.0 18.8 37.5 6.3 12.5 9.4

製造業 計 24.2 23.1 20.9 4.4 11.0 31.9 32.4 12.1 19.2 6.6 13.2 14.3

食料品 50.0 25.0 15.0 - - 35.0 20.0 15.0 5.0 - 15.0 10.0

繊維工業 40.0 20.0 20.0 - 40.0 40.0 40.0 - 40.0 - - -

木材・木製品 20.8 20.8 16.7 4.2 - 25.0 25.0 20.8 12.5 12.5 16.7 12.5

印刷・同関連 26.7 13.3 33.3 6.7 13.3 20.0 53.3 20.0 13.3 13.3 20.0 40.0

窯業・土石 25.0 15.6 21.9 6.3 18.8 31.3 28.1 9.4 25.0 9.4 6.3 9.4

化学工業 14.3 14.3 - - - - 57.1 42.9 14.3 - 28.6 -

金属、同製品 17.6 23.5 23.5 2.9 5.9 50.0 23.5 5.9 32.4 8.8 17.6 20.6

機械器具 14.3 28.6 35.7 - - 35.7 50.0 14.3 21.4 - 7.1 -

その他 19.4 35.5 16.1 9.7 25.8 25.8 35.5 3.2 12.9 3.2 9.7 16.1

非製造業 計 19.1 24.2 8.5 16.5 12.7 10.2 25.0 11.4 16.1 9.3 26.3 25.8

情報通信業 - - - 100.0 - - - - - - - -

運輸業 - - - 25.0 - - 50.0 - 50.0 25.0 25.0 50.0

建設業計 14.6 40.6 16.7 15.6 7.3 11.5 21.9 4.2 16.7 7.3 13.5 34.4

総合工事業 20.7 27.6 13.8 17.2 10.3 17.2 17.2 10.3 17.2 - 17.2 34.5

職別工事業 5.0 75.0 20.0 10.0 5.0 10.0 20.0 - - 20.0 15.0 25.0

設備工事業 14.9 34.0 17.0 17.0 6.4 8.5 25.5 2.1 23.4 6.4 10.6 38.3

卸・小売業計 18.3 8.6 4.3 17.2 16.1 11.8 28.0 21.5 16.1 10.8 36.6 20.4

卸売業 16.7 10.4 6.3 27.1 22.9 8.3 27.1 20.8 22.9 10.4 18.8 18.8

小売業 20.0 6.7 2.2 6.7 8.9 15.6 28.9 22.2 8.9 11.1 55.6 22.2

サービス業計 33.3 23.8 - 14.3 19.0 4.8 23.8 7.1 11.9 9.5 33.3 16.7

対事業所サービス業 39.1 26.1 - 8.7 26.1 4.3 39.1 4.3 13.0 8.7 21.7 17.4

対個人サービス業 26.3 21.1 - 21.1 10.5 5.3 5.3 10.5 10.5 10.5 47.4 15.8

非

製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製

造

業
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(5) 東日本大震災による経営への影響（該当項目すべての複数回答）

「資材・部品・商品等の調達・仕入難」（43.4%）がトップ

東日本大震災による経営へ

の影響について見ると、「資

材・部品・商品等の調達・仕入

難」が43.4%で最も高く、次い

で「影響はない」が25.7%、「風

評による来客・販売の減少」1

9.3%となっている。

業種別で見ると、「資材・部品・商品等の調達・仕入難」が製造業33.3%、非製造業5

0.8%で最も高く全産業と同様となっている。

「資材・部品・商品等の調達・仕入難」の割合が高いのは、製造業では、「木材・木製

品」(52.0%)、「食料品」(50.0%)、「印刷・同製品」(46.7%)で、非製造業では、「職

別工事業」(81.8%)、「総合工事業」(79.3%)、「設備工事業」(73.1%)である。

43.4

25.7

19.3

8.0

5.7

4.2

2.8

1.7

1.2

0.9

0.2

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資材・部品・商品等の調達・仕入難

影響はない

風評による来客・販売の減少

廃業などによる取引先の減少

運転資金などの資金繰り難

雇用調整の実施

休業の実施

電力不足による操業の低下

工場・店舗等に直接の損害

労働力不足

経営拠点の移動

その他

東日本大震災による経営への影響 ｎ=439(MA)

労働力不足 電力不足によ

る操業の低下

資材・部品・商

品等の調達・

仕入難

工場・店舗等

に直接の損害

風評による来

客・販売の減

少

廃業などによ

る取引先の減

少

運転資金など

の資金繰り難

休業の実施 雇用調整の実

施

経営拠点の移

動

その他 影響はない

0.9 6.9 43.3 3.5 14.3 6.9 6.0 6.2 3.7 0.4 9.7 29.0

0.9 1.7 43.4 1.2 19.3 8.0 5.7 2.8 4.2 0.2 9.2 25.7

1～9人 1.1 1.1 48.9 0.5 17.4 11.4 6.0 1.6 1.1 - 7.1 26.6

10～29人 1.6 0.8 48.0 1.6 19.7 7.9 3.9 2.4 4.7 0.8 10.2 17.3

30～99人 - 3.7 27.2 1.2 23.5 3.7 8.6 4.9 6.2 - 9.9 37.0

100～300人 - 3.1 34.4 3.1 18.8 - 3.1 6.3 15.6 - 15.6 25.0

製造業 計 0.6 2.8 33.3 1.1 18.3 9.4 6.7 5.6 8.3 0.6 10.0 32.8

食料品 - - 50.0 - 25.0 10.0 5.0 - 10.0 - 15.0 25.0

繊維工業 - 20.0 - - 60.0 40.0 - - - - 20.0 -

木材・木製品 4.0 - 52.0 - 24.0 4.0 8.0 - - - - 28.0

印刷・同関連 - - 46.7 - - 20.0 - - 13.3 - 6.7 33.3

窯業・土石 - 6.1 12.1 3.0 18.2 9.1 9.1 12.1 6.1 - 15.2 39.4

化学工業 - - 42.9 - 42.9 28.6 14.3 - - - - 14.3

金属、同製品 - 6.1 30.3 - 15.2 3.0 6.1 9.1 9.1 3.0 6.1 48.5

機械器具 - - 7.1 - 7.1 7.1 - 14.3 14.3 - 14.3 50.0

その他 - - 42.9 3.6 14.3 7.1 10.7 3.6 14.3 - 14.3 17.9

非製造業 計 1.2 0.8 50.8 1.2 20.1 7.0 4.9 0.8 1.2 - 8.6 20.5

情報通信業 - - 66.7 - 33.3 - - - - - - -

運輸業 - - - - - - - - - - 50.0 50.0

建設業計 1.0 1.0 76.7 1.0 6.8 4.9 3.9 1.0 1.9 - 3.9 12.6

総合工事業 - - 79.3 - 6.9 - 6.9 - - 3.4 10.3

職別工事業 - - 81.8 4.5 4.5 4.5 4.5 - - - 13.6

設備工事業 1.9 1.9 73.1 - 7.7 7.7 1.9 1.9 3.8 - 5.8 13.5

卸・小売業計 - 1.1 36.0 2.2 33.7 11.2 4.5 1.1 - - 13.5 21.3

卸売業 - 2.2 30.4 4.3 28.3 15.2 2.2 2.2 - - 19.6 17.4

小売業 - - 41.9 - 39.5 7.0 7.0 - - - 7.0 25.6

サービス業計 4.4 - 24.4 - 24.4 4.4 8.9 - 2.2 - 6.7 35.6

対事業所サービス業 4.3 - 34.8 - 13.0 - 4.3 - - - 8.7 39.1

対個人サービス業 4.5 - 13.6 - 36.4 9.1 13.6 - 4.5 - 4.5 31.8

非

製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製

造

業
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＜平均残業時間＞

（単位：時間）

全産業 8.35

製造業 8.39

非製造業 8.31

1～9人 5.31

10～29人 9.01

30～99人 11.72

100～300人 14.54

全国 9.94

H22全産業 8.30

３．従業員の労働時間について

(1) 週所定労働時間

40時間達成企業、82.6ポイント

１週間の所定労働時間について見ると、全産業では「40時間」が41.3%で最も高く、

次いで「38時間超40時間未満」が28.4%、「40時間超44時間以下」が17.4%となっている。

業種別を直近４年間で見

ると、製造業では、「40時

間」以下の事業所割合は、9

0.4%(H20)→87.2%(H21)→8

5.2%(H22) →91.7%(H23)と

なっており、平成21年から

年々減少していたが、今回

増加した。

(2) 月平均残業時間

平均残業時間 8.35時間

従業員1人当たりの月平均残業時間について見ると、全産業では「0時間(残業なし)」

が44.0%で最も高く、次いで「1～10時間未満」が21.0%、「10～20時間未満」が17.5%

となっている。全国においても、岐阜県と同様に「0時間(残業なし)」が30.6%と最も高

い。また、岐阜県の方が13.4 ポイント高い。平均残業時間においては、前年と比較し

て概ね横ばいとなっている。

44.0

44.0

44.0

63.4

39.4

22.2

6.3

30.6

42.0

21.0

23.1

19.5

15.8

18.1

30.9

37.5

29.7

23.2

17.5

14.8

19.5

10.9

23.6

19.8

25.0

18.9

16.0

9.2

9.9

8.7

3.3

11.0

16.0

18.8

11.6

11.2

6.9

7.1

6.6

4.4

7.1

9.9

12.5

7.7

6.5

1.4

1.1

1.7

2.2

0.8

1.2

1.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

H22全産業

月平均残業時間

０時間 １～１０時間未満 10～20時間未満 20～30時間未満 30～50時間未満 50時間以上

12.9

15.8

10.7

14.8

17.1

4.8

6.3

11.3

16.0

28.4

28.4

28.4

20.3

33.3

37.3

31.3

28.2

22.5

41.3

47.5

36.6

36.3

38.0

49.4

62.5

47.8

42.5

17.4

8.2

24.3

28.6

11.6

8.4

12.7

19.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

H22全産業

週所定労働時間

３８時間以下 ３８時間超４０時間未満 ４０時間 ４０時間超４４時間以下

ｎ=423

ｎ=426
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＜平均付与日数＞

（単位：日）

全産業 14.96

製造業 15.15

非製造業 14.81

1～9人 13.25

10～29人 15.73

30～99人 15.87

100～300人 16.64

全国 15.50

H22全産業 14.78

＜平均取得日数＞

（単位：日）

全産業 6.93

製造業 7.47

非製造業 6.48

1～9人 7.64

10～29人 6.93

30～99人 5.90

100～300人 6.64

全国 6.91

H22全産業 6.83

４．従業員の有給休暇について

(1) 年次有給休暇の平均付与日数

平均付与日数 14.96日

従業員1人当たりの年次有給休暇の平均付与日数について見ると、全産業では「15～2

0日未満」が40.4%で最も高くなっている。

従業員数規模別で見ると、従業員数規模が小さい事業所ほど「10日未満」、「10～1

5日未満」、「20～25日未満」の割合が高くなっている。

平均付与日数においては、岐阜県（14.96日）は、全国（15.50日）よりも0.54日少な

い結果となっている。

(2) 年次有給休暇の平均取得日数

平均取得日数 6.93日

従業員1人当たりの年次有給休暇の平均取得日数について見ると、全産業では「5日未

満」が37.6%で最も高く、次いで「5～10日未満」が30.6%、「10～15日未満」が23.2%

となっている。

37.6

29.7

44.1

36.2

33.0

45.8

40.0

34.7

34.2

30.6

33.1

28.5

25.0

34.9

30.6

36.7

37.0

33.8

23.2

31.1

16.8

23.3

25.7

19.4

23.3

21.0

25.5

4.0

2.7
5.0

5.2

3.7

4.2

5.2

3.8

4.6

3.4

5.6

10.3

2.8

2.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

H22全産業

有給休暇の平均取得日数

５日未満 ５～１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０日以上

13.5

11.5

15.1

28.4

8.3

2.8

9.7

10.6

24.8

24.3

25.1

27.6

27.5

20.8

13.3

23.5

31.0

40.4

45.9

35.8

17.2

38.5

65.3

76.7

46.5

31.6

19.6

14.9

23.5

25.0

23.9

9.7

6.7

18.3

26.8

1.8

3.4

0.6

1.7

1.8

1.4

3.3

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全 国

H22全産業

有給休暇の平均付与日数

１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０～２５日未満 ２５日以上

ｎ=327

ｎ=327
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５．新規学卒者の採用について

(1) 新規学卒者の採用の有無について

「新規学卒者は採用していない」が54.4ポイント

新規学卒者の採用の有無に

ついて見ると、全産業では「新

規学卒者は採用していない」が

54.4%で最も高い。

全国においても、岐阜県と同

様に「新規学卒者は採用してい

ない」が57.0%と最も高いが、

岐阜県の方が2.6 ポイント低

い。

(2) 新規学卒者を採用する際の効果的な募集方法（３つ以内の複数回答）

「学校への求人・学校からの推薦」が62.6%

新規学卒者を採用する際の効

果的な募集方法について見ると、

「学校への求人・学校からの推

薦」が62.6%で最も高く、次いで

「ハローワークへの申込み」が50.

3%、「自社ホームページへの掲載」

が13.9%の順となっている。

(3) 新規学卒者を採用する際に重視する能力・資質（３つ以内の複数回答）

「熱意・意欲」が68.4％

新規学卒者を採用する際に重視

する能力・資質について見ると、「熱

意・意欲」が68.4％で最も高く、次

いで「協調性・コミュニケーション

力」が50.3%、「行動力・実行力」

が41.2%の順となっている。

62.6

50.3

13.9

13.4

11.8

10.7

5.3

3.7

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学校への求人・学校からの推薦

ハローワークへの申込み

自社ホームページへの掲載

合同会社説明会等への参加

求人情報サイトへの登録・掲載

親族・知人の紹介

求人情報誌・新聞・チラシ等への掲載

民間職業紹介所への申し込み

その他

効果的な募集方法

11.3

13.8

9.4

3.9

22.9

75.0

7.8

4.9

5.0

4.9

0.6

7.0

13.3

3.4

29.4

28.7

29.9

16.6

42.6

41.0

18.8

31.8

54.4

52.5

55.7

82.9

46.5

22.9

6.3

57.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

新規学卒者の採用の有無

毎年、採用している 数年間隔で採用している

必要に応じて不定期に採用している 新規学卒者は採用していない

ｎ=425

ｎ=187(MA)

68.4

50.3

41.2

33.7

26.7

22.5

6.4

4.8

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

熱意・意欲

協調性・コミュニケーション力

行動力・実行力

一般常識・教養

専門的知識・技能

理解力・判断力

創造性・企画力

表現力・提案力

その他

重視する能力・資質 ｎ=187(MA)
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(4) 卒業後３年以内の学卒者

２割の事業所「新規学卒者に含めている」

卒業後３年以内の学卒者を新規

学卒者に含めているかについて見

ると、全産業では、「新規学卒者に

は含めていない」が33.6%となって

いる。

業種別で見ると、「新規学卒者に

含めている」割合は、非製造業が2

5.7ポイントで製造業（16.9ポイン

ト）より8.8ポイント高い。

６．有期契約労働者について

(1) 有期契約労働者の雇用の有無

有期契約労働者の雇用は21.1%

有期契約労働者の雇用の有無に

ついて見ると、「雇用していない」

が78.9%となっている。

雇用している場合を、従業員数規

模別で見ると、事業規模が大きくな

る程、雇用している割合が大きくな

っている。

(2) 有期契約労働者の中で一番多い雇用形態

「嘱託社員（定年後の再雇用）」が46.2%でトップ

有期契約労働者の中で一番多

い雇用形態について見ると、全産

業では、「嘱託社員（定年後の再

雇用）」が46.2%で最も高く、次

いで「パートタイマー」34.1％、

「アルバイト」9.9%の順となって

いる。

従業員数規模別で見ると、「契

6.6

6.5

6.7

11.1

8.3

5.9

4.2

20.5

46.2

45.7

46.7

11.1

54.2

50.0

45.8

40.8

34.1

39.1

28.9

22.2

29.2

32.4

45.8

26.3

9.9

6.5

13.3

55.6

4.2

8.8

8.2

3.3

2.2

4.4

4.2

2.9

4.2

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

雇用形態

契約社員 嘱託社員（定年後の再雇用） パートタイマー アルバイト その他

21.1

25.1

18.1

4.8

18.5

41.5

75.0

31.6

78.9

74.9

81.9

95.2

81.5

58.5

25.0

68.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

有期契約労働者の雇用の有無

雇用している 雇用していない

22.0

16.9

25.7

14.4

22.9

28.2

29.0

18.5

33.6

42.7

26.9

10.3

35.4

49.3

64.5

32.2

44.4

40.3

47.4

75.3

41.7

22.5

6.5

49.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

卒業後３年以内の学卒者を新規学卒者に含めているか

新規学卒者に含めている 新規学卒者には含めていない 新規学卒者の採用はしていない

ｎ=91

ｎ=431

ｎ=295
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約社員」の割合は、事業規模が小さくなるほど高くなっているが、「パートタイマー」

の割合は、事業規模が大きくなるほど高くなっている。

(3) 契約更新の明示の有無

「全員に明示している」（95.2%）がトップ

有期契約労働者を雇用している場合での契約更新の明示の有無を見ると、「明示して

いる」が95.2%となっている。

(4) 契約更新の明示の方法

「書面の交付」（77.5%）がトップ

契約更新の明示の方法について見ると、「書面の交付」が77.5%となっている。

(5) 契約更新の実施方法（該当項目すべての複数回答）

「更新の都度、詳しく説明を行ったうえで署名を求めている」（48.2%）がトップ

契約更新の実施方法につい

て見ると、全産業では、「更

新の都度、詳しく説明を行っ

たうえで署名を求めている」

が48.2%と最も高く、次いで

「書面は交付せずに更新して

いる」が22.4%となっている。

業種別で見ると、製造業、

非製造業ともに「更新の都度、

詳しく説明を行ったうえで署

全員に明示し

ている

95.2%

一部の人には

明示している

2.4%

明示していない

2.4%

明示の有無

77.5

22.5

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

書面の交付

口頭による通知

電子メールによる通知

その他

明示の方法

22.4

23.3

21.4

100.0

17.4

21.2

12.5

15.3

14.1

18.6

9.5

17.4

18.2

8.3

13.8

15.3

23.3

7.1

13.0

15.2

20.8

14.3

48.2

34.9

61.9

56.5

45.5

54.2

54.4

1.2

2.3

4.2

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

契約更新の実施方法

書面は交付せずに更新している
書面は交付しているが、形式的なものである
更新の都度、署名を求めているが詳しい説明は行っていない
更新の都度、詳しく説明を行ったうえで署名を求めている
その他

ｎ=85（MA）

ｎ=80ｎ=83
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名を求めている」の割合が最も高いが、非製造業は61.9％で、製造業34.9％と比べ27.

0ポイント高い。

(6) 更新回数の上限回数

「定めていない」（70.9 %）がトップ

更新回数の上限回数について見ると、「定めていない」が70.9%と最も高く、次いで

「4～5回」が17.4%、「1～3回」が8.1%となっている。

(7) 勤続年数の上限年数

「定めていない」（75.3%）がトップ

勤続年数の上限年数について見ると、「定めていない」が75.3%と最も高く、次いで

「3年超5年以内」が11.1%、「1年以内」が6.2％の順となっている。

(8) 処遇の実施状況（該当項目すべての複数回答）

「社会保険への加入」（78.3%）がトップ

処遇の実施状況について見る

と「社会保険への加入」が78.3%

で最も高く、次いで「定期健康

診断の実施」が68.7％、「賞与

の支給」、「福利厚生の利用」

が48.2%の順となっている。

70.9

17.4

8.1

2.3

1.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定めていない

４～５回

１～３回

１１回以上

更新しない

６～１０回

更新回数の上限回数

78.3

68.7

48.2

48.2

41.0

24.1

24.1

24.1

18.1

9.6

9.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

社会保険への加入

定期健康診断の実施

賞与の支給

福利厚生の利用

慶弔休暇の付与

賃金の昇給

各種手当ての支給

教育訓練の実施

育児・介護休業の付与

退職金の支給

責任ある地位への登用

その他

処遇の実施状況 ｎ=83（MA）

ｎ=81

75.3

11.1

6.2

3.7

2.5

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定めていない

３年超５年以内

１年以内

１０年超

１年超３年以内

５年超１０年以内

勤続年数の上限年数 ｎ=86
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(9) 過去３年間の有期契約労働者から正社員への転換状況

約1割の事業所、「転換したことある」

過去３年間の有期契約労働者から正

社員への転換状況について見ると、全

産業では「転換したことはない」が24.

4%だった。

「転換したことがある」場合を従業

員数規模別で見ると、事業所規模が大

きくなるほど、割合は高くなっている。

(10)正社員へ転換する際の基準（該当項目すべての複数回答）

「労働者の勤務成績・勤務態度、労働者の能力」（68.8%）がトップ

有期契約労働者から正社員へ

転換する際の基準について見る

と、全産業では「労働者の勤務

成績・勤務態度」、「労働者の

能力」が68.8％で最も高く、次

いで「労働者の希望」56.3%とな

っている。

業種別で見ると、製造業では

「労働者の勤務成績・勤務態度」

82.4％が最も高いが、非製造業では「労働者の能力」73.3%が最も高い。

(11)正社員へ転換を行わなかった理由（該当項目すべての複数回答）

「正社員転換制度がない」（23.3 %）がトップ

有期契約労働者から正社員へ転換

を行わなかった理由について見ると、

「正社員転換制度がない」が23.3％で

最も高く、次いで、「正社員と同じ働

き方が出来ないため」が18.3％、「人

件費が増大する」が15.0%となってい

る。

23.3

18.3

15.0

11.7

10.0

5.0

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

正社員転換制度がない

正社員と同じ働き方が

出来ないため

人件費が増大する

正社員としてのポストが

少ない

正社員に転換するには

能力が不足している

正社員に転換すると

雇用調整がしにくくなる

その他

雇止めを行った理由

9.5

12.0

7.5

0.8

9.1

16.0

32.3

13.8

24.4

27.3

22.1

12.8

25.5

32.0

51.6

28.1

66.2

60.7

70.4

86.5

65.5

52.0

16.1

58.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

正社員への転換状況

転換したことがある 転換したことはない 有期契約労働者を雇用したことはない

ｎ=349

68.8

68.8

56.3

3.1

43.8

3.1

82.4

64.7

52.9

5.9

47.1

5.9

53.3

73.3

60.0

40.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働者の勤務成績・勤務態度

労働者の能力

労働者の希望

契約更新回数・所要の勤続年数

業務上の必要性

その他

転換する際の基準

全産業 製造業 非製造業

ｎ=32(MA)

ｎ=60 (MA)
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(12) 過去３年間の雇止めの実施状況

1割の事業所、「雇止めをしたことがある」

過去３年間の雇止めの実施状

況について見ると、全産業で「雇

止めをしたことがある」事業所は

11.0%となっている。

業種別で見ると、「雇止めをし

たことがある」割合は、製造業が

非製造業よりも7.6ポイント高い

（製造業15.3%、非製造業7.7%）。

(13) 雇止めを行った理由（３つ以内の複数回答）

「業務量の減少」（58.3%）がトップ

雇止めを行った理由につい

て見ると、全産業では、「業

務量の減少」が58.3%で最も高

く、次いで、「経営状況の悪

化」、「更新しない契約をし

ていたため」が25.0%の順とな

っている。

業種別で見ると、製造業は

「業務量の減少」が72.7%で最

も高く、次いで、「経営状況

の悪化」が31.8%、「更新しな

い契約をしていたため」が27.3%の順となっているが、非製造業では、「従事する業務

の終了・中止のため」が50.0%で最も高く、次いで「業務量の減少」、「労働者の能力

不足」が35.7%の順となっている。

58.3

25.0

16.7

2.8

22.2

22.2

25.0

5.6

72.7

31.8

18.2

13.6

4.5

27.3

4.5

35.7

14.3

14.3

7.1

35.7

50.0

21.4

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業務量の減少

経営状況の悪化

労働者の勤務態度の不良

労働者の傷病などによる勤続不能

労働者の能力不足

従事する業務の終了・中止のため

更新しない契約をしていたため

その他

雇止めを行った理由

全産業 製造業 非製造業

11.0

15.3

7.7

3.2

10.0

19.7

25.8

14.8

22.6

27.1

19.1

7.2

24.0

32.4

58.1

28.9

66.4

57.6

73.2

89.6

66.0

47.9

16.1

56.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

全国

雇止めの実施状況

雇止めをしたことがある 雇止めをしたことはない

有期契約労働者を雇用したことはない

ｎ=36 (MA)

ｎ=327
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７． 新規学卒者の採用について

(1) 新規学卒者(平成23年3月卒)の平均初任給(加重平均)

学卒種別８種で全国平均を上回る

新規学卒者の初任給について見ると、全国平均との比較では、全学卒種別において

県内平均が全国平均を上回っている。

昨年と比べて見ると、高校卒事務系、短大卒技術系、大学卒技術系において上昇して

いる。

全国平均と県内平均との差は、短大卒技術系が12,222円、大学卒事務系が8,806円、

短大卒事務系が8,320円などとなっている。

(2) 新規学卒者(平成23年3月卒)の充足状況

充足率、横ばい

新規学卒者の充足状況について見ると、全産業では全学卒で全国平均を上回っている。

昨年と比べて見ると、全産業では、高校卒は3.9ポイント向上したが、大学卒で4.5

ポイント低下している。

(3) 平成24年3月新規学卒者採用計画

採用計画「ある」とする事業所（18.6%）、前年比2.4ポイント好転

平成24年3月新規学卒者の採用計画について見ると、全産業では、「ある」との回答

が18.6%となっており、昨年と比べ2.4ポイント増加し、新規採用の状況は好転したとい

える。

＜新規学卒者(平成 23年 3 月卒)の充足状況＞ (単位:%)

岐阜県
（H23）

岐阜県
（H22）

全国
岐阜県
（H23）

岐阜県
（H22）

全国
岐阜県
（H23）

岐阜県
（H22）

全国

高校卒(n=54社) 97.4 93.5 94.2 97.3 92.1 93.8 97.5 100.0 95.8
専門学校卒(n=16社) 100.0 100.0 96.6 100.0 100.0 97.1 100.0 100.0 94.7
短大卒(n=14社) 100.0 100.0 96.3 100.0 100.0 96.9 100.0 100.0 95.5
大学卒(n=49社) 93.2 97.7 92.1 92.6 96.9 89.6 93.8 98.1 95.2

事務系全 体 技術系

＜新規学卒者(平成23年3月卒)の平均初任給＞(加重平均)

平成23年 平成22年 対前年増 対全国増減

高校卒技術系（n=73人） 163,908 円 164,316 円 -408 円 7,983 円 155,925 円

高校卒事務系（n=39人） 158,677 円 157,434 円 1,243 円 6,990 円 151,687 円

専門学校卒技術系（n=20人） 167,985 円 173,540 円 -5,555 円 2,097 円 165,888 円

専門学校卒事務系（n=3人） 171,000 円 178,571 円 -7,571 円 5,214 円 165,786 円

短大卒技術系（n=10人） 180,595 円 170,400 円 10,195 円 12,222 円 168,373 円

短大卒事務系（n=11人） 172,129 円 172,138 円 -9 円 8,320 円 163,809 円

大学卒技術系（n=50人） 198,912 円 196,667 円 2,245 円 4,910 円 194,002 円

大学卒事務系（n=60人） 198,051 円 199,258 円 -1,207 円 8,806 円 189,245 円

全国平均
岐阜県
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また、従業員数規模別で見

ると、規模の大きい事業所ほ

ど「ある」との回答割合が高

く、「100～300人」の事業所

では81.3%となっている。

[学卒種別]

採用計画「ある」と回答し

た事業所について、その内訳

について見ると、全産業では、

「高校卒」の採用が42.0%で最

も高く、次いで「大学卒」の

採用が40.3%、「専門学校卒」

の採用が10.0%となっている。

また、全国においても、岐

阜県と同様な傾向となってい

る。

従業員数規模別で見ると、

規模の大きい事業所ほど「大

学卒」の採用計画の割合が高

い傾向となっている。

８．賃金の改定について

(1) 賃金改定実施状況

「引き上げた」事業所（25.8%）

平成23年1月1日から平成

23年7月1日までの期間にお

ける賃金改定実施状況につ

いて見ると、全産業では「引

き上げた」が25.8%と最も高

い。

その他実施状況で見ると、

「今年は実施しない（凍

結）」が17.7%となっており、

昨年と比べ、5ポイント減少

している。

従業員数規模別に見ると、

「引き上げた」割合は、規

18.6 22.0
16.1

4.2
13.0

36.1

81.3

13.9 16.2

57.2
55.9

58.2
72.0

60.3

38.6

6.3

64.1 64.0

24.1 22.0 25.7 23.8 26.7 25.3

12.5
22.1 19.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 H22全産業

平成24 年3 月の新規学卒者採用計画

あ る な い 未 定

n=435

17.5

7.6

29.0

3.9

3.0

39.1

24.5

3.7

22.7

4.8

1.2

43.0

25.8

3.2

17.7

7.1

1.6

44.5

30.0

3.0

25.2

5.2

1.0

35.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

引上げた

引下げた

今年は実施しない（凍結）

７月以降引上げる予定

７月以降引下げる予定

未定

賃金改定実施状況

岐阜県（Ｈ21） 岐阜県（Ｈ22） 岐阜県（Ｈ23） 全国

ｎ=434

42.0 46.1
37.0

62.5

47.6
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全産業 製造業 非製造業 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 全国 H22全産業

平成２４年３月の新規学卒者採用計画

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒
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模の大きな事業所が高く、

「100～300人」の事業所で

は62.5%となっており、「１

～9人」の事業所の11.6%と

比較すると、50.9ポイント

の差がある。

(2)昇給率および昇給額

前年と比べ賃金昇給額、賃金昇給率ともに好転

平成23年1月1日か

ら平成23年7月1日ま

での間に賃金の引き

上げを行った事業所

の昇給率・昇給額を

見ると、全産業では1.

08%（2,710円）で前

年と比べ好転となっ

た。

従業員数規模別に

見ると、「1～9人」

の事業所では、昇給

額・昇給率がマイナ

スとなっている(昇

給率▲1.65、昇給額

▲4,277円)が、それ

以外の事業所では昇

給率・昇給額がプラ

スとなっている。

業種別で見ると、非

製造業の「職別工事

業」では昇給率・昇

給額がマイナスとな

11.6

5.3

16.4

5.8

2.1

58.7

23.8

3.1

20.8

6.9

2.3

43.1

47.0

18.1

9.6

25.3

62.5

12.5

9.4

15.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

引上げた

引下げた

今年は実施しない（凍結）

７月以降引上げる予定

７月以降引下げる予定

未定

賃金改定実施状況（規模別）

１～９人 １０～２９人 ３０～９９人 １００～３００人

＜昇給率および昇給額＞（加重平均） ｎ=4,785

事業所数 対象者数
改定前の

賃金

改定後の

賃金
昇給額 昇給率

7,509 228,561 247,123円 249,907円 2,784円 1.13

153 4,785 250,131円 252,841円 2,710円 1.08

1～9人 45 164 259,894円 255,617円 -4,277円 -1.65

10～29人 46 587 267,539円 270,319円 2,780円 1.04

30～99人 41 1,630 249,714円 252,912円 3,198円 1.28

100～300人 21 2,404 245,496円 248,336円 2,840円 1.16

製造業 計 69 2,487 244,148円 247,302円 3,154円 1.29

食料品 7 222 229,403円 231,506円 2,103円 0.92

繊維工業 - - - - - -

木材・木製品 9 218 274,959円 276,261円 1,302円 0.47

印刷・同関連 8 140 239,600円 241,141円 1,541円 0.64

窯業・土石 12 310 238,768円 240,882円 2,114円 0.89

化学工業 3 22 234,000円 238,309円 4,309円 1.84

金属、同製品 13 651 236,169円 240,027円 3,858円 1.63

機械器具 7 641 230,829円 234,243円 3,414円 1.48

その他 10 283 289,438円 294,477円 5,039円 1.74

非製造業 計 84 2,298 256,605円 258,836円 2,231円 0.87

情報通信業 1 4 140,000円 145,000円 5,000円 3.57

運輸業 1 202 246,010円 246,510円 500円 0.20

建設業計 34 547 269,490円 271,428円 1,938円 0.72

総合工事業 9 214 266,498円 267,698円 1,200円 0.45

職別工事業 6 21 308,333円 306,429円 -1,904円 -0.62

設備工事業 19 312 268,928円 271,631円 2,703円 1.01

卸・小売業計 34 1156 264,255円 267,223円 2,968円 1.12

卸売業 19 786 280,458円 283,736円 3,278円 1.17

小売業 15 370 229,834円 232,144円 2,310円 1.01

サービス業計 14 389 222,453円 223,779円 1,326円 0.60

対事業所サービス業 9 176 235,234円 237,274円 2,040円 0.87

対個人サービス業 5 213 211,891円 212,629円 738円 0.35

非

製

造

業

区 分

全 国

全産業

規

模

別

製

造

業

ｎ=434
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っている(昇給率▲0.62、昇給額▲1,904円)が、それ以外の業種では昇給額・昇給率が

プラスとなっている。

昇給額・昇給率が高い割合で好転しているのは、製造業では、「化学工業」(昇給率1.

84、昇給額4,309円)、「その他」(昇給率1.74、昇給額5,039円)、「金属、同製品」(昇

給率1.63、昇給額3,858円)で、非製造業では、「情報通信業※」(昇給率3.57、昇給額5,

000円)、「卸売業」(昇給率1.17、昇給額3,278円)、「設備工事業」(昇給率1.01、昇給

額2,703円)である。

（※情報通信業回答事業所１社、対象者数４人）

ｎ=4,78

昇給額 昇給率 昇給額 昇給率 昇給額 昇給率

Ｈ２１ -70円 -0.03 3,431円 1.39 -15,714円 -5.36

Ｈ２２ 2,573円 1.03 4,209円 1.72 -14,412円 -5.28

Ｈ２３ 2,710円 1.08 3,708円 1.48 -43,384円 -15.43

Ｈ２１ 248円 0.10 4,128円 1.66 -17,420円 -6.58

Ｈ２２ 2,104円 0.86 4,094円 1.67 -15,263円 -5.84

Ｈ２３ 2,784円 1.13 4,362円 1.76 -15,552円 -5.91

平均昇給（下降）

岐阜県

全 国

平均昇給 平均昇給（上昇）



調 査 票



平成 23年 6月

平成23年度中小企業労働事情実態調査ご協力のお願い

東日本大震奥の影響は、被災地はもちろんのこと、日本経済全体に甚大な打撃を与え、中小企業経営にも大きな影響を

もたらしています。こうした情勢もふまえて、中小企業団体中央会では、中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な労

働対策を樹立することを目的に、本年度も全国一斉に標記調査を実施することとなりました。

つきましては、ご繁忙の折誠に恐縮ですが、趣旨をご理解いただき、調査にご協力下さいますようよろし<お願い申し

上げます。
平成23年度中Jヽ企業労働事情実態調査票
調査時点 :平成23年 7月 1日 調査締切 :平成23年 7月 11日

記入についてのお願い

◇秘密の厳守   調査票にご記入下さいました事項については、企業と個人の情報の秘密を厳守し、統計以外の目的に用い

ることはいたしませんので、ありのままをご記入下さい。また、記入担当者名などの個人情報につきまし

ては、本調査に係る問い合わせ以外には使用いたしません。

◇ご記入方法   質問ごとの指示により該当する項目の番号に○をつけるか、該当欄に数字等をご記入下さい。なお、特に

断りのない限り7月 1日現在でご記入下さい。

◇お問い合わせ先 調査票のご記入に当たつての不明な点など、調査に関しますお問い合わせ先は、下記までお願いいたします。

調査票は7月 11日 までにご返送下さい。

岐阜県中小企業団体中央会 労働支援チーム

〒500-8384 岐阜市藪田南5丁目14番53号 ふれあい福寿会館8F
電言舌058-277-1100 FAX 058-273-3930

貴 事 業 所 の 概 要 に つ い て お 答 え 下 さ い 。 伏 枠内に該当する事項を薦 訣 下さい)

責事業所の名称 記入担当者名

所  在  地

一丁 電 話 番 号

FAX番  号

業 種 (最も売上高の多い事業の業種の番号を以下の 1。 ～ 19 の中から1つだけ右の太枠内にご記入下さい)→

1。 食料品、飲料・たばこ・飼料製造業

2.繊維工業
3.木材・木製品、家具・装備品製造業

4.印刷・同関連業
5。 窯業・土石製品製造業

6.化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業

7.鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業

8.生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業

9.パルプ・紙・紙カロエ品、プラスチツク製品、なめし革・同製品・

毛皮、その他の製造業

10.情報通信業

〔琴優香ス羹誉議像炉誓書丁長學葎展名搾皇丁
ネット付随

)

運輸業

総合工事業

職別工事業 (設備工事業を除く)

設備工事業

卸売業

小売業

対事業所サービス業

|を曇暑属冒菫了園善要重猾

対個人サービス業

その他 (具体的に :

技術サービス業、

設間1)従業員数についてお答え下さい。
①平成23年7月 1日現在の形態別の従業員数般員を除く)を男女別に太枠内にこ記入下さい。また、従業員のうち常用労働者数をこ記入ください。

正 社 員 バートタイマー 派  遣 アルバイト=その他 計

男  性 人 人 人 人 人

女  性 人 人 人 人 人

(うち常用労働者)

常用労働者数

男
′生 人

女
′生 人

〔注〕(1)「パートタイマー」とは、1日 の所定労働時間が責事業所の一般労働者より短い者、または1日 の所定労働時間は同じでも1週の所定労働日数が少ない者です。

(2)「常用労働者」とは、貴事業所が直雇用する従業員のうちヽ次のいずれかに該当する者です。なお、パートタイマーであっても、下記の①②に該当する場合は常用労働者に含みます。

①期間を決めずに雇われている者、または1カ 月を超える期間を決めて雇われている者

② 日々 または1カ 月以内の期限を限って雇われている者のうち、5月 、6月 にそれぞれ18日 以上雇われた者

③事業主の家族で、貴事業所にて働いている者のうち、常時勤務して毎月給与が支払われている者

設間2)労働組合の有無についてお答え下さい。(どちらか1つだけに○)

(都道府県コー ド)

(右欄は回答事業所記入不要)

(事業所コー ド)  (地域コー ド)



設間3)経営についてお答え下さい。

①現在の経営1犬況は1年前と比べていかがですか。(1つだけに○)

1.良 い 2.変わらない 3.悪 い

②現在行つている主要な事業について、今後どのようにしていくお考えですか。(1つだけに○)

③現在、経営上どのようなことが障害となつていますか。(3つ以内に○)

1。 労働力不足 (量の不足)       2.人 材不足 (質の不足 )        3。 労働力の過乗」

4.人件費の増大            5.販 売不振・受注の激少        6.製 品開発力・販売力の不足

7.同業他社との競争激化        8.原 材料・仕入品の高騰        9。 製品価格 (販売価格)の下落

10.納期・単価等の取引条件の厳しさ   11.金 融・資金繰り難          12。 環境規制の強化

④経営上の強みはどのようなところにありますか。(3つ以内に○)

1.製品・サービスの独自性

4.営業力・マーケテイングカ

7。 顧客への納品・サービスの速さ

10.優秀な仕入先・外注先

2。 技術力・製品開発力

5。 製品・サービスの企画力・提案力

8.企業・製品のブランドカ

11.商品・サービスの質の高さ

3。 生産技術 :生産管理能力

6。 製品の品質・精度の高さ

9.財務体質の強さ・資金調達力

12.組織の機動力・柔軟性

⑤東日本大震災により、経営にどのような影響を受けましたか。(該当するものすべてに○)

1.労働力不足             2.電 力不足による操業の低下      3.資 材・部品・商品等の調達・仕入難

4。 工場・店舗等に直接の損害      5.風 評による来客・販売の減少     6。 廃業などによる取引先の減少

7。 運転資金などの資金繰り難      8.休 業の実施

10.経営拠点の移動           11.そ の他 (

9。 雇用調整の実施

) 12。 影響はない

設間4)従業員の労働時間についてお答え下さい。

①従業員 (パートタイマーなど短時間労働者を除く)の週所定労働時間は何時間ですか (残業時間、休憩時間は除く)。

職種や部門によつて異なる場合は、最も多くの従業員に適用さねている時間をお答え下さい。(1つだけに○)

〔注〕(1)現在、労働基準法で40時間超44時間以下が認められているのは、10人未満の商業・サービス業等の特例事業所のみです。

(2)「 所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた時間です。

②平成22年の従業員1人当たりの月平均残業時間 (時間外労働・休日労働)を こ記入下さい。

従業員1人当たり 月平均残業時間 1・

|____1_____l… __」 口|___」 時間   2.な  し

設間5)従業員の有給休暇についてお答え下さい。

①平成22年の従業員 1人当たりの年次有給休暇の平均付与日数 0取得日数をこ記入下さい(付与日数は前年からの繰越分を除く)。

従業員1人当たり 平均付与日数

(当年付与分のみ。前年からの繰越分は除く)

従業員1人当たり 平均取得日数

設間6)新規学卒者の採用についてお答えください。

①新規学卒者の採用を行つていますか。(1つだけに○)

1.毎年、採用している       2.数 年間隔で採用している       3。 必要に応じて不定期に採用している

4。 新規学卒者は採用していない

①-1 新規学卒者の採用に当たつて、どのような募集方法が特に効果的でしたか。(3つ以内に○)

３

６

９

２

５

８

１

４

７

学校への求人・学校からの推薦

求人情報誌・新聞・チラシ等への掲載

親族・知人の紹介

ハローワークヘの申込み

自社ホームベージヘの掲載

合同会社説明会等への参カロ

民間職業紹介所への申し込み

求人情報サイトヘの登録・掲載

①-2新規学卒者を採用する場合、重視するのはどのような能力・資質ですか。(3つ以内に○)

３

６

９

１

４

７

専門的知識・技能

表現力・提案力

協調性・コミュニケーシ∃ンカ

2.一般常識 0教養

5.理解力・判断力

8.熱意・意欲

行動力・実行力

創造性・企画力

その他 (

②新規学卒者の採用に当たつて、卒業後3年以内の学卒者を新規学卒者に含めていますか。(1つだけに○)



設間7)有期契約労働者についてお答え下さい。

①有期契約労働者を雇用していますか (更新の有無にかかわらず、3ヵ月、 1年など期間を定めた契約で雇用している労働者。
ただし、日々雇われている者及び当該事業所を出向先とする出向社員や派遣社員を除く。)。 (1つだけに○)

1.雇用している        2.雇 用 していない

※有期契約労働者を雇用している (1.に ○)事業所は①-1～①-5の質問にお答えください。

↓

①-1 有期契約労働者の中で、一番多い雇用形態はどれですか。(1つだけに○)

１

４

契約社員

アルバイ ト

2。

5.

嘱託社員 (定年後の再雇用)

その他 (

3. バートタイマー

)

※①-2～①-5については、一番多い雇用形態の有期契約労働者についてお答えください。

↓
①-2契約更新の有無の明示及び方法についてお答えください。(該当するものに○)

1.全員に明示 している

2.一部の人には明示している

3。 明示 していない

1.□頭による通矢□

2.書面の交付

3.電子メールによる通知

4.その他 (            )

※明示している (1.2.に ○)場合、

明示方法についてお答えください。

(1つだけに○)

①-3契約更新はどのように行つていますか。(該当するものすべてに○)

1.書面は交付せずに更新している

2.書面は交付しているが、期間満了後に締結するなど、形式的なものである

3。 更新の都度、労働者の署名または記名押印を求めているが詳しい説明は行つていない

4.更新の都度、詳しく説明を行つたうえで労働者の署名または記名押印を求めている

5。 その他 (

①-4契約更新の更新回数の上限及び勤続年数の上限は何回または何年ですか。(1つだけに○)

更新回数の上限
1.更新しない

4。 6～ 10回
211～ 3回

5。 11回以上

3.4～ 5回

6。 定めていない

勤続年数の上限
1.1年以内

4.5年超10年以内

2。 1年超 3年以内

5.10年超

3.3年超 5年以内

6.定めていない

①-5処遇についてはどのようなことを実施していますか。(該当するものすべてに○)

1.賃金の昇給

4。 退職金の支給

7.育児・介護休業の付与

10.責任ある地位への登用

2.賞与の支給

5.慶弔休暇の付与

8。 福利厚生の利用

11.教育訓練の実施

3.各種手当ての支給

6。 社会保険へのカロ入

9.定期健康診断の実施

12.その他 (

②過去3年間の間に有期契約労働者から正社員への転換を行つたことはありますか。(1つだけに○)

1.転換したことがある        2.転 換したことはない     3.有 期契約労働者を雇用したことはない

※1.に○をした事業所は②-1の質問にお答えください。      ※2.に○をした事業所は②-2の質問にお答えください。

↓                                ↓

②-1 有期契約労働者から正社員へ転換する際に、どのような   ②-2 有期契約労働者から正社員への転換を行わなかつたのは、

ことを基準にしていますか。(該当するものすべてに○)        どのような理由ですか。(該当するものすべてに○)

1.労働者の勤務成績・勤務態度

2。 労働者の能力

3.労働者の希望

4。 契約更新回数・所要の勤続年数

5。 業務上の必要性

6.その他 (               )

1。 正社員に転換するには能力が不足している

2。 正社員に転換すると雇用調整がしにくくなる

3.正社員としてのポストが少ない

4。 人件費が増大する

5。 正社員と同じ働き方が出来ないため

6.正社員転換制度がない

7。 その他 (                   )

③過去3年間の間に雇止め (契約期間満了後、有期労働契約を更新しないこと)を行つたことはありますか。(1つだけに○)

1.雇止めをしたことがある     2.雇 止めをしたことはない     3.有 期契約労働者を雇用したことはない

※

↓

③-1 雇止めを行つた理由はどのようなことですか。(3つ以内に○)

1.

4。

7。

業務量の減少

労働者の傷病などによる勤続不能

更新しない契約をしていたため

2.経営状況の悪化

5.労働者の能力不足

8。 その他 (

労働者の勤務態度の不良

従事する業務の終了・中止のため

)

３

６



設間8)新規学卒者の採用についてお答え下さい。

①平成23年 3月新規学卒者 (第 2新卒者、中途採用者を除く)

給額 (平成 23年 6月支給額)をこ記入下さい。

学 卒
採用予定人数(人 )

(平成23年 3月 卒)

採用した人数(人 )

(平成23年 3月 卒)

1人当たり

平均初任給額(円 )

高
校
卒

技術系

事務系

専
門
学
校
卒

技術系

事務系

の採用予定人数、実際に採用した人数、 1人当たり平均初任

学 卒
採用予定人数(人 )

(平成23年 3月 卒)

採用した人数(人 )

(平成23年 3月 卒)

1人当たり
平均初任給額(円 )

短
大
卒
（含
高
専
）

技術系

事務系

大
学
卒

技術系

事務系

〔注〕(1)平成23年 6月 の 1カ 月間に支給した1人当たり平均初任給額は通勤手当を除いた所定内賃金総額(税込額)を ご記入下さい。

(2)専門学校卒は、高校卒業を入学の資格とした専修学校専門課程(2年制以上)を 卒業した者を対象として下さい。

(3)                    い ○

②平成24年 3月 の新規学卒者 (第 2新卒者、中途採用者を除く)の採用計画はありますか。(1つだけに○)

設間9)賃金改定についてお答え下さい。

①平成23年 1月 1日 から7月 1日 までの間にどのような賃金改定を実施しましたか。(1つだけに○)

1。 引上げた

2。 引下げた

3。 今年は実施しない (凍結)

7月以降引上げる予定

7月以降引下げる予定

未 定

４

５

６

※1.～ 3.に○をした事業所は下記の①-1ヘ

↓

①-1 賃金改定 (引き上げ。引き下げ 0凍結)を実施した対象者の総数と従業員↓人当たり王襲Q改定前二改定後所定内賃金及び平均

引上げ 0引下げ額をこ記入下さい。こ記入の際は下記の 〔注〕をご参考下さい。なお、

1.あ る   2.な い   3.未 定

②-1 学卒ことの採用予定人数をこ記入下さい。

対象者総数
従業員 1人当たり (月 額)

人
]

]
円 円

1

1
円

〔注〕(1)

′

―

一

―

賃 金 分 類 表

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

―

定期給与 所定内賃金

(固定部分)曇奎撃≦「霧嶼勤霧尊重:豪譲撃≧詔種重撃当言置肇摯当、
物価手当、通勤手当など

(変動部分)精勤手当、生産手当、能率手当など
現金給与総額

所定外賃金 (超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など)

臨時給与 (夏季 0年末賞与など)

「改定前の平均所定内賃金 (A)」「改定後の平均所定内賃金 (B)」「平均引上げ・引下げ額 (C)」 の関係は次のとおりです。

ス額になります。

ず

者などは除いて下さい。
B勤手当は除いて下さい。

◎お忙しいところこ協力ありがとうこざいました。記入もねがないかもう一度お確かめのうえ、7月 11日までにこ返送下さい。
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